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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、市場支配的地位にある企業が存在する市場の実態と、

それに対する独禁法及び各産業分野の事業法による規制のあり方を調査研究することであった。

研究の結論として、第一に、個別事業法上の規制と独禁法がともに同一対象に適用されること

もあり得ること、第二に、行為規制で不十分な場合は、構造規制を検討すべきであること、第

三に、市場支配地位の濫用に対する規制を立法化すべきことが明らかにされた。 

 

 

研究成果の概要（英文）：The purposes of this research were to study the status quo of the 

market which is dominated by a few powerful industries and also to study how the legal 

control by Business Act and  Antitrust Act should be applied.  

   The conclusions of this research were as follows. 

 (1) Individual Business Act and Antitrust Act can be applied to the same enterprise. 

 (2) If action control is not enough, then structural control should be introduced. 

 (3) Control against the abuse of the market power should be legalized. 
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１．研究開始当初の背景 

 近年、いわゆる IT 革命が多様な形で、市

場競争を国際的規模で、かつ質的にも変化さ

せつつあるという状況の下で、特に競争を制

限するような市場支配的地位にある企業の

出現、あるいは大企業による市場支配地位の
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濫用が目立つようになってきている。 

 競争法の観点からは、上記の市場支配的企

業等の反競争的行為をどのように抑止し、ま

たは反競争的市場構造をどのように変えて、

公正かつ自由な競争を維持・促進していくか

という課題が提起されている。 

 その際には、単なる競争の維持・促進とい

う観点ではなく、各産業分野に特有の技術

的・経営的等の事情をふまえ、また、社会的

に望ましい方向を目指すという観点も同時

に組み込んだ形で、あるべき政策・制度を考

えなければならない。後者の観点が、競争の

高度な展開も可能にするということから、競

争か規制かという二分法的な考えではない、

総合的な検討が目的とされるべきである。 

 

 

２．研究の目的 

 市場支配的地位にある企業が存在する市

場の実態と、それに対する独禁法及び各産業

分野の事業法による規制の在り方を調査研

究すること。 

 具体的には主として、独禁法による規制、

および、個別規制法による規制が検討対象と

なる。前者には、日米のマイクロソフト事件、

インテル事件など IT 関連産業を主に取り上

げ、後者では、電気通信・電力・都市ガスな

どの諸分野における個別の事業法（電気通信

事業法、電気事業法、ガス事業法など）によ

るサービス規制、接続・託送に関する規制な

どを取り上げる。 

 この目的のために必要とされる政策ない

し規制とは、第一に、独禁法による規制であ

り、日本の独禁法においては、私的独占、集

中規制と不公正な取引方法が中心となる。第

二は、個別規制法による規制であり、電気通

信・電力・都市ガスなどの諸分野における個

別の事業法（電気通信事業法、電気事業法、

ガス事業法など）によるサービス規制、接

続・託送に関する規制などが中心となる。 

 上の第一と第二の規制は、どの国において

も従来は異なる行政庁の管轄であることな

どから、相互に独立して個別に行われてきた

が、最近の傾向として、第二の個別規制法に

よる規制においても、第一の独禁法との調整、

あるいは広い意味での競争政策及び独禁法

の規制に合致する内容と手続きによるとい

う傾向が強まっているので、両者を総合的に

検討・評価する必要が大きくなっている。 

 また、第二の規制がない、一般の企業に関

しても、市場支配的地位にある企業を競争秩

序の中でどのように位置づけ、誘導・規制し

ていくかが重要な課題である。これは、特に

「一人勝ち競争」現象（米国の反トラスト法

のおけるマイクロソフト訴訟が典型である）

や、合併等による巨大企業（日本での最近の

例では、石油化学の諸分野や日本航空と日本

エアシステムの事業統合による高度寡占市

場の形成）が増えつつある中で、それらの市

場支配的地位の有無ないし程度、内容等につ

いて、独禁法の狭い意味での解釈論にとどま

らず、実態研究や産業政策のあり方という観

点からの解明が要請されている。 

 

 

３．研究の方法 

 メンバーの共同研究と共同討議。メンバー

が各担当分野について文献調査をし、一部の

ものは海外調査を行った。 

 識者や担当行政庁事業者等の方々からの

ヒアリング。 

 市場支配的企業は、国外の企業との結合関

係を前提に成立している場合も多く、それに

対する規制については当該市場における国

際的な関係を前提とし、また国外の企業に対

する規制を考慮に入れることが必要であり、

この面からの研究も行う。 

 また、法学の分野としても、独禁法のみな

らず、会社法、行政法、知的財産法など幅広

い視野から捉えなければならない。 

 

 

４．研究成果 

(1) 個別事業法上の規制と独禁法がともに

同一対象に適用されることもあり得るとす

べきである。 

 米国では個別事業法による規制が実効的

に行われているなら、それ以外に独禁法で規

制する必要はないという最高裁判決が出て

いるが、この事件が私訴である等の事情もあ

り、日本ではこれとは異なる解釈・運用が望

ましい。 

 

(2)行為規制(特に、接続規制など)で不十分

な場合は、構造規制（企業分割から分離子会

社形態まで多様である）が検討すべき規制手

法である。 

 行為規制は、各事業法や独占禁止法におい

て主として採用されているが、特定の違反行

為がなくても、該当市場の構造から、市場支

配的企業の市場支配力が存在し、競争が有効

に働かないこともあり得る。現在のわが国に

おける電気事業、電気通信事業がその例であ

り、諸外国でもほぼ同様な問題が指摘されて

いる。 

 そのような場合には、構造規制を検討すべ

きであり、NTT を持ち株会社の下で、複数の

子会社に分けた現行の仕組みも、その１例で

ある。これで不十分と判断されれば、さらに

進んで「資本分離」(実質的意味での企業分



 

 

割)の当否を検討すべきこととなる。 

 また、構造規制と並んで、市場支配力が存

在し、競争が有効に働かない分野では、従来

の公益事業規制が残される。現在のわが国に

おける電気事業法は、消費者など小規模ユー

ザー向け市場はほぼ独占が残っているので、

継続的な料金等の規制が残されている。この

場合には、競争市場となった分野(上の例で

言えば大口ユーザー向けの電気サービス市

場)との切り分けが重要な問題となる。特に

両分野について、内部相互補助がないような

規制システムが機能することが要請される。 

 

(3)EU やドイツのように、日本においても市

場支配地位の濫用に対する規制を立法化す

べきである。 

 現在の日本の独占禁止法には、優越的地位

の濫用を規制する規定はあっても、市場支配

的企業が取引の相手方に、その市場支配力を

利用して不当に不利益な取引条件を押しつ

ける規定は存在しない。上記の電気事業や電

気通信事業のように、従来の公益事業につい

ては、各事業法上の規制があるので、そのよ

うな濫用規制を独占禁止法に加える必要性

は低いが、それ以外の市場支配的企業（例え

ば、マイクロソフト）については、個別の反

競争的行為がない限り、規制をかけることは

できない。濫用行為も１種の反競争的行為と

いえなくもないが、従来の日本の独占禁止法

に関する解釈ではこれは無理である。しかし、

実際上の必要性は認められるので、この種の

市場支配地位の濫用に対する規制を立法す

ることを検討すべきである。その範としては、

EU やドイツの競争法における濫用規制があ

る。 
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